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表3．SMECorp.の企業格付け
特徴
極めて基本的なマニュアル作業、あるいは一部
オートメーション化された作業による操業
･高度のオートメーション化をしている
．品質管理システムを実行している
．製品およびプロセス改善を行っている
･知的財産の登録を行っている
･輸出のための証明書の取得準備ができている
･完全オートメーション化している
プロセスおよび製品改善の投資を行っている
･輸出可能な段階にある
･輸出のための証明書を保有している
ブランドおよびパッケージングが確立している
･輸出要件を満たし、実際に輸出している
l4Lも)X瀝
司別支援の実＃
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r善策の栫
襄、多匡
雪見關率
(出所)SMECorp.ウェブサイトより引用(http://www.smecorp.gov・my/vn2/node/48,2014年8月29日アクセス)。ただし邦
語訳は筆者による。
4－2．残された課題
マスタープランは、マレーシアにおける中小企業育成の方向性を理解するには優れた資料である
といえるが、いくつかの課題もあるように思われる。ひとつは、中小企業に対するインセンテイ
ブの付与の仕方である。マスタープランには、どのような中小企業が支援策を利用できるのか、そ
の決定プロセスについて議論が提示されていない。企業のモニタリングに関しては成果で判断する
(outcome-basedapproach)と表現(SMECorp.[2012],p.68)されているが、それを次の必要な
8)具体的には、SMECorp.が多国籍企業に中小企業を紹介する等のビジネスマッチングを行うとのことである（注6
に同じ)。
9)プログラムごとにそれを利用できる資格が定められており、星3つ以上であることが求められるプログラムもある
（注6に同じ)。
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中小企業マスタープランにおける新フレームワークの導入
支援にどのように生かすかが述べられていないのである。中小企業だからという理由で無差別に政
府の支援にアクセスできるのは、先にも述べたようにモラルハザードの問題を引き起こすばかりで
なく、制度の悪用が発生する可能性がある。また、市場から退出すべき企業が残留することは望ま
しくない。プログラム実施の結果、良いパフォーマンスを示した企業が追加的な支援にアクセスで
きるようなインセンティブを段階的に明示することが望ましいだろう。これは政策の透明性と説明
責任を果たすうえで欠かせないポイントであると考えられる。
いまひとつは、税制の詳細な議論の欠落である。SMECorp.[2012]は中小企業の税制の在り方に
ついて、中小企業に有利な税制が大企業に成長するインセンテイブを奪うと主張する(SMECorp.
[2012],p.57)。しかし、その詳細な議論や根拠が提示されていないのは残念である。確かに、企業
規模が拡大することは重要かもしれないが、競争力がある中小企業や自立した中小企業の存在も経
済には欠かせない'0)。中小企業が持つ技術の性質によっては、企業規模が大きくなることが不利に
なる可能性もある。技術や製品の開発は非常に時間がかかるプロセスであり、いつ、どの時点でビ
ジネスに結びつくかわからない。例えば、株式公開をしている大企業の場合、そのようなプロジェ
クトに長期にわたって社内資源を投下することは株主の理解を得ることが難しく、プロジェクトの
継続そのものが難しい局面に陥る。株式を公開していない中小企業の方が長期的に企業内プロジェ
クトに取り組むことが可能な場合もあるだろう。したがって、大企業に成長するインセンティブを
削ぐことを心配するよりも、資金制約が厳しい中小企業の節税を優先する方が望ましいのではない
だろうか'1)。具体的には、中小企業の設備投資や研究開発(R&D)を促進する税制のデザインが重
要であろう。マスタープランによれば、マレーシアはR&D活動を支援する税のインセンティブが
存在するが、中小企業でそれを利用するのはあまり多くないと指摘されている(SMECorp.[2012],
p.52)。そのような現実を認識しているのであれば､一層の政策的取り組みが求められるといえよう。
10)1970年代～1980年代半ばまでマレーシアが重点を置いてきた貧困削減ための中小企業育成であるならば、企業
規模が拡大することにより雇用が創出され、貧困者が所得を得る機会が拡大することになるため、企業規模は重
要である。しかし、この時点でマレーシアが目指している中小企業育成は、貧困削減のみならず中所得のわなを
脱することに貢献しうる中小企業のはずである。そうであるならば、企業規模に関わらず優れた技術を有する中
小企業の存在も重要であると考えられる。
ll)現状、中小企業の支援策として最も多く予算が割り当てられているのは金融アクセスである。これは、政府が中
小企業の資金制約の厳しさを緩和することの重要性を理解していると受け止めることも可能だろう。したがって、
中小企業の資金制約を緩和するような税制の在り方について議論が活発になることを望む。実務的には、税制は
財務省の管轄であることからSMECorp.が関与することは難しいかもしれない。また、実際にSMECorp.が中
小企業の税制の在り方について政府に働きかけを行っているのかもしれないが、マスタープランにはその議論が
明示されていないことが残念である。
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5．むすびにかえて
以上、マレーシアにおける中小企業育成策について、SMECorp.[2012]を参考に最近の動向を整
理してきた。SMECorp.[2012]は2020年までの行動計画を示しており、マレーシアの中小企業育成
の展望もある程度は理解することができる。マスタープランの特徴として、今までの政府の計画と
は異なり、外部環境やプログラムの成果に関する評価結果によってプログラムの内容に修正が加え
られる可能性を残している。また、中小企業が求めるプログラムを実施するとしており、ニーズ重
視型に転換している。さらには、官民連携により民間活力を政府の開発プロジェクトに導入する際
に、中小企業の育成を目的としたプログラムを実施するとしている。
過去にマレーシアが行ってきた中小企業政策と異なる点として、プログラム評価の実施があげら
れるだろう。これは、過去のプログラムが目的を達成したか否か、効果がどの程度あったのかを分
析することなく支援を行っていたことを露呈するものである。そのような支援のあり方を変更した
のは望ましいといえる。
マスタープランには、「すべての部門において国際的に競争力がある中小企業を創設し、中小企
業が富と国の社会福祉の拡大に貢献する」(SMECorp.[2012],p.62)ことを最上位目標として掲げ
られている。これを達成するために、32の行動計画が提示されている。ただし、本稿でも述べたよ
うに行動計画の表現があいまいで、具体的な政策の内容と実施する順番が不明な点が多い。本稿で
は、特にマスタープランに明示的でない点について、(1)財務諸表作成などの会計知識と実務の普
及、（2）ビジネスマッチング、（3）中小企業の発展状況に応じた支援の在り方、の3点を指摘した。
これらについては、政策の調整機関であるSMECorp・が実務の中で取り組んでいることを明らかに
した。さらに、マスタープランの課題として、中小企業に対するインセンティブの付与の仕方であ
るが不明な点と、税制のデザインに関する議論の欠如について指摘した。政府は、財政赤字の削減
が急務な中、中小企業に対する支援策のターゲットを絞る必要性に迫られている。同時に、中小企
業のモラルハザードを防止するためにも、企業努力を促すような仕組みを作り上げていくことが望
ましい。今後は、プログラムの成果をもとに政策に変更が加えられることが想定される。マスター
プランの進捗状況と、どのような成果がどのように政策の変更に影響を与えたのかという点などを
モーターしていくことが必要となるだろう。この点は、今後の研究課題としたい。
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